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震後延焼下での住民避難率と避難地配置の関係 
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1.  はじめに 
木造家屋が密集する大都市では震後延焼被害の危険性が
高いため、従来より地震防災対策として耐震・耐火対策の
推進、消火システムの整備、防災避難地区の整備が進めら
れている。 
本研究では震後延焼による住民被害を軽減するための避
難地最適配置について研究した。 

 
２.  対象地区のモデル化と解析方法 
研究の対象地区は世田谷区の松原五丁目周辺とした。 
 
表－１ 松原五丁目の都市情報 

世帯数 人口密度 合計
面積 
建物棟
数 耐火率 

（世帯） （人/ha） （ha） （棟） (％) 

3062 176.2 30.65 1160 46.72 

 
 図１左図は 500m四方の対象地区 GISマップであり、図中
の黒線を避難道路、周辺の４箇所の空間（緑色エリア）を
避難地としてモデル化した。また同右図はこのモデルをさ
らに簡易化した解析用モデルである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１．対象地区の避難道路と避難地および解析用モデル   
 
地震時に対象地盤の一箇所（図１のA,B,Cのいずれか）か
ら出火し、延焼範囲拡大により避難通路が閉塞した場合に、
地区住民が指定の避難場所に避難できない可能性について
検討した。 
 火災延焼速度は東京消防庁の推定式により行い、住民の
避難シミュレーションは、以下の仮定に基づいて行った。 
１）震後、地域の避難住民はすべて各自の家屋が面してい
る街路に集合する。 
２）街路内の避難民はそれぞれ予定避難地に向いて一定速
度で避難する。 
３）健常者と老人・身体障害者などの混在状態では避難速
度は健常者の避難速度よりも低下する。 
４）火炎の先端が街路に到着すると、その街路は通行不可
の取り扱いをする。 
 時刻 tにおける第 i街路の避難者数 Uiは、次式で表現する。 
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ここで、νiは第 i街路からの単位時間当たりの避難者数、Ni, 
Mj, aijはそれぞれ第 i街路に連結する隣接街路数、避難者が第
i街路に進入する街路数そして街路 iと jの連結有無を指定す
るマトリックス(連結時a=1、非連結時a=0)。 
 図２は風向きが北東方向の場合の火災延焼傾向を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2. 火災延焼シミュレーション 
 

３. 震後延焼下での避難シミュレーション結果 
 避難シミュレーションに用いる数値条件一覧表を表２に
示す。同表では、避難地として最大４箇所を想定した。 
 

表２ 解析条件 

 
阪神大震災の事例では出火率は一万世帯あたり約２～３
件であり、今回の対象地区は 3062世帯のため概算出火数は
1箇所とした。 
 図 3は、避難箇所数が住民の避難率に及ぼす影響を検討
したものである。同図では、避難地数が１～４箇所の場合
について火災発生からの経過時間に対して避難地へ到着し
た住民数の全住民数に対する割合を示したものである。同
時に延焼下非閉塞街路数割合も実線で示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3. 避難地数が避難率に及ぼす効果 

避難地数 4箇所 
住民一人当たりの占有面積 1㎡ 
健常者・非健常者割合 20% 
人の避難歩速 1.3m/s 
人口密度 176.2人/ha 
平均道路幅（m） 5.05m 
耐火率 46.72% 
出火数 1箇所 
風速 12m/s 
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 同図によると、避難地数が１箇所の場合には避難率が相
対的に低下するが、避難地数が３箇所以上になると 99%以
上が避難可能となることを示している。 
 図４は、対象地区の住宅の耐火率が避難率に及ぼす効果
について検討したものである。同図より、耐火率が 70%以
上の場合には、ほぼ 100％の避難が可能だが、耐火率が 50%
以下では避難地に到着できない人々が若干発生することを
示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4. 耐火率が避難率に及ぼす効果 

 
図５は、健常者・非健常者が混在している場合に全体の避
難速度が低減すると仮定して、非健常者による避難速度低
減が避難率に及ぼす影響について検討したものである。同
図の結果は非健常者の避難速度低減の影響があまり顕著で
ないことを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5. 健常者・非健常者混在率が避難率に及ぼす影響 
    （r : 非健常者の避難速度/健常者の避難速度） 
 
図６は、図1のA,B,Cの３箇所の内のいずれか一箇所で火災
が発生した場合に、住民避難率に及ぼす影響について検討
したものである。同図によると、出火地点Aの場合はその
他の出火地点の場合よりも避難率が高い。これは、避難地 
から等しく離れているために、特定の避難地へのアクセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6. 出火地点が地区住民の避難率に及ぼす影響 

が喪失する可能性が低く、結果的に多数が避難できたこと
を示している。 
 図７は、街路毎に避難すべき避難地が事前に決められて
いる場合（一方向指示）と、必ずしもどちらとも決められ
ていない場合（両方向指示）を想定して、それぞれの街路
に避難方向指示記号が設置され、住民はその方向に忠実に
従う場合に、避難率への影響を検討したものである。シミ
ュレーション結果は、避難当初は両方向指示の方が避難率
は高いが、時間経過とともに一方向指示の場合が逆に大き
くなる。ただし、その両者の相対的な差異は必ずしも大き
くはない。この結果は、出火当初は避難方向が両方向の方
が相対的に避難が効率的であるが、時間経過とともに一方
向に整然と避難する方が次第に効果的になるという傾向の
あることを示唆している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図7. 避難指示（両方向、一方向）の相違が避難率に及ぼ
す影響 

 
５.    結論 
 本研究は、震後延焼火災発生時の住民避難率について数
値シミュレーションにより作用要因の影響を検討したもの
である。検討した作用要因としては、避難地数、耐火率、
非健常者による避難速度低下、出火場所、避難方向指示を
採用した。数値検討結果によれば、下記の事項が明らかと
なった。 
１）避難地数が３箇所以上では住民避難率が高い。 
２）耐火率が 70%以上に向上すると、避難率が非常に高く
なる。 
３）非健常者による避難速度低下が避難率に及ぼす影響は
小さい。 
４）出火場所により避難率に差異が発生する。周辺部に避
難地が配置されている場合は、対象地域中心部から等距離
にある中心地区で出火した場合の方が避難率は高い。 
５）避難指示方向が両方向の場合は、出火初期には避難率
向上を高めるが、最終的には一方向指示の方が避難率が高
まることが判明した。 
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